
中国人民解放軍の経済活動  

浅 野   亮  

Ⅰ 目的と背景   

この論文の目的は，中国人民解放軍（以下，解放軍，中国軍あるいは単に軍   

と称する）による経済活動について，中間的な見取図を示すことにある。  

11期3中全会以後にみられた中国政治の大きな変容と，それに伴う軍事体  

制の大きな変化にもかかわらず，解放軍は政治的役割を果たし続けてきた。制  

度面からみて，解放軍の大きな特徴として，「党の絶対的指導」と軍の行う経  

済活動の二つをあげることができる。前者は比較的よく知られているが，軍の  

経済活動は軍は「－・軍二制度」体制であると称されるほどの大きな特徴である  

にもかかわらず，その政治的意味は軽視されがちであった（1）。  

「郡小平の軍事改革」以前，軍の経済活動は「人民戦争論」の一部として解  

放軍の車要な性格の一つとされていた。そこでは，軍の経済活動とは，部隊兵  

士による耕作や家畜の世話など，農副業生産が主流であると理解されがちであっ   

た。   

解放軍の現代化をめざす「‾郡小平の軍事改革」についての研究は，主に軍事  

力に直接関係すると思われる武器や装備，あるいは指揮・管理体制に集中し，  

政治への影響ではせいぜい党軍関係との関係で議論されるにすぎなかった。軍  

事改革は「人民戦争」の実質的否定を伴い，軍の経済活動は，軍事改革による  

整頓の対象にすぎないので，マージナルな研究テーマと考えられていた（2）。  
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軍の経済活動への関与や国防工業の再編についての分析はあったが，それは解  

放軍の「正規化」の－－一部として理解されていた（3）。   

ところが，軍事改革の 一環として，軍の経済活動の分野でも再編が進められ   

たにもかかわらず，軍の経済活動は縮小するどころか，拡大してきた。それば   

かりでなく，軍の経済活動の内容に人きな変化が見られた。すなわち，部隊が   

カラオケ・バーやホテルを経営するようになったばかりか，それまで軍に組み   

込まれていた兵器工業や国防科学技術部門がそれぞれ会社を設立し，利潤を追   

求し始め，軍の経済活動の範囲と規模が拡大したのである。このような軍の経   

済所動の変質に直面し，軍の経済活動が解放軍に与える影響が論じられるよう   

になってきた（4）。   

しかし，ほとんどの先行研究では，軍の経済活動の－「つである国防産業が分   

析の焦点になることはなかった。軍の経済活動は，カラオケやホテル経営のよ   

うに，単に規律を乱す副業として評価され，そこで完結しがちであった（5）。し   

かし．，企業の規模や活動の範囲からみて，国防産業は，農副業生産や小規模な   

サービス活動よりもはるかに大きかったのである。「軍転民」（軍企業による民   

生品の生産と販売）についても，国防産業の再編という背景に立ち入ることは  

はとんどなかった（6）。それ以上に，国防産業自体が軍による経済活動の増汚   

で，経済活動の再編が軍事改革の一部であるという枠組みを持った本格的分析   

は数少なかった。  

部小平の軍事改革以前，中国の国防産業の大きな特徴は，部隊，軍行政機関，  

各地方の軍事企業がきわめて密接に関係してきた点にあった。しかし，国有企  

業としての軍∃享企業は，経済体制改革の最も重要な部分であった国有企業の経   

営メカニズム転換から逃れることばできず，厳格な計画経済体制から市場経済   

体制′＼の変化を迫られた。すなわら，国防産業の再編は，弔事改革とともに経   

済休制改革としての性格も持っていた。このようにしてみると，国防産業の再   

編は，単に軍内部の技術的な問題ではなく，巾i1三iの地方政治や抒済改革と関係  
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する政治的，経済的問題でもあったといえる（7）。   

分析の枠組みについてまとめると，軍の経済活動に関する研究ではl車l防産業  

を含めなければならず，また，軍の経済活動の矛盾や問題は，国内政治と経済  

と関連づけ，より広い視野から分析すべきであるということである。また，再  

編の分野・事項別だけでなく，再編のプロセスで表れた問題や障害を研究しな  

ければならず，時系列の捉え方を組み合わせた立体的な分析が必要となる。   

ごく限られた紙面で解放軍の経済活動を詳しく述べることはできないが，こ  

こでは，この問題について理論および事例研究を積み重ねる上でのたたき台の  

一部となりうる，ごくラフな見取図を提供する。分析の構成として，まず活動  

全体の規模や内容を紹介した後，各分野の活動の概観をおこなう。そして，軍  

転民をふくめ，各分野のかかえた主な問題をあげ，最後に，軍の経済活動が持っ  

た政治的意味を，中央と地方，地方と軍，国務院と軍の諸関係を中心に議論す   

る。   

分析を始める前に，ここで，甲の経済活動の分類について，まとめておこう。  

有名な解放軍研究者であるヘブライ大学のE．ヨッフェ（EJoffe）は，軍の経  

済活動を大きく二つに分類した。一つは，現地部隊の農副業生産や小規模な商  

売で，もう一つは軍事企業の民需転換，すなわち「軍転民」である（8）。しか  

しノ，すでに述べたように，国防産業の最も基本的な経済活動としての軍事生産  

を見のがすわけにはいかない。また，経済活動といっても，個人の商売から大  

企業まで多様で，技術レベルも考える必要がある。   

そこで，解放軍の絆済活動を次のように分類する（9）。  

軍の経済活動  部隊の農副業年産と商業活動  

一国防産業  兵器工業部門   

国l坊科技部門   
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Ⅱ 軍の経済活動の現状  

全体の内容と規模   

ここでは，軍の経済活動の大まかな内容と規模について述べる。   

解放軍の経済活動を，解放軍自身は「軍隊の生産経営」と呼んでいる。制度  

上，軍隊の生産経営は工・鉱業，農牧副業，サービス業の3つに分けられて  

きた。工・鉱業は軍事鉱業，装備修理，鉱山開発，医薬食品などを含む。農牧  

副業は農，林，牧，漁業と農副業産品の加工と生産で，軍馬場や養殖場もある。  

サービス業は商業，運輸，倉庫，不動産開発，医療サービス，ホテル，レスト  

ラン，科学技術コンサルタントなどである。所有制からみて，軍隊の生産経営  

は全民所有制企業と株式企業に分けられ，経営方式からは国有企業，中国と外  

国資本による合資企業，軍と民間企業による軍地連合経営企業に分けられ  

る（1（））。   

軍の経済活動の規模については，資料数字の整合性や信頼性について判断を  

保留し，ここでは入手した代表的な数字をあげるにとどめる。複数の解放軍研  

究者によるインタビューの心証では，解放軍幹部自身が正確な数字を持ってい  

なかったようである。したがって，ここにあげた数字は参考程度にすぎない。  

また，経済活動の規模や生産額について日本をふくめ外国の研究者が行ってき  

た推定も，本論文ではすべて省略する。   

軍の経済活動全体の規模について，ある資料は，1987年までには，企業形  

態のt場242か所，農場575か所，馬場16余か所，中小の工場・鉱山，サ】  

ビス業，農工産品の貿易組織など生産経営機関が1．15万か所，従業人員は約  

67万人で，総収益は24．15億元とした（11）。   

また，別の資料によると，1977年から1987年まで，全軍の軍隊企業のあ  

げた収益は60億元で，総部には27．65億元がわたり，全軍の投資と借款を除  
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いて，軍事費補填に3．32億元，財政部に8，800万元，国家エネルギー交通基  

金に4，200万元，国債購入に6，900万元をあてた（12）。公表された国防費  

（1987年の国防費が209．62億元）と比較して，軍中央にとり無視できない規  

模であったことがわかる。  

これらの資料は，軍の経済活動による国家財政への寄与を誇示したが，実際  

には，1988年に国務院と地方政府が軍に対する優遇税制を適用した結果，全   

軍の工場，農場，サービス機関による上納利潤は2．4億元から1．3億元に減っ   

た（13）。  

次に，各分野における公表数字をいくつか紹介する。農副業生産については，  

全軍の農場の収益は，1978年に3，247万元，1986年には2．5億元であっ  

た（14）。1986年には，生産人員1人当たり2千元の収益を生んだという記述を   

元にすると，1994年の1人当たり食料費が2．95元であるから，1人の生産   

によって2人の兵員の2年分の食料費が補填できたことになる（15）。1995年に  

は，農副業生産を12億元まで発展させようという意見まで表れた（16）。   

各部隊は，農副業から得た利益を，食料供給だけでなく，部隊や院校（軍の  

学校）の設備や装備の購入に使っている。部隊の農副業に関する報道は少なく  

なく，ほとんどの場合，誇らしげでさえあった。   

空軍は現代化の中心的存在だが，やはり農副業生産と無縁ではない。1995  

年に，空軍と各軍区の空軍は2，000万元を農副業生産に投資した（17）。地方空  

軍の農副業生産の例として，タクラカマンの空軍レーダー連隊の事例が報道さ  

れた。この部隊は，3年計画で農副業の生産経費として】2．93万元を支出し，  

農副業で40．6万元の収益をあげ，兵士1人当たり1日0．52元を食費補助に  

当て，18．2万元を総合練習室に投資し，358件の訓練器材を購入した。さら  

にこの部隊は，指挫所に自己投資で90万元を自己投資した（18）。   

装甲部隊は陸上戦闘の要で，またその指揮は現代戦の勝利に不可欠といわれ  

ているが，装甲部隊の教育にあたる装甲指揮教練連隊も農副業生産に従事して  

5   



東洋文化研究所紀要 第133桝  

きた。この部隊では，食料補給は以前からの大きな問題で，1992年，「生産  

生活服務センター」を設立した。1993年末には，豚肉の他，卵や豆300キロ  

などを生産できるようになった。肉と卵の価格は市場価格より20ノヾ－一セント，   

野菜は卸売価格より5パーセント安かったという（19）。   

国防産業の重要な部門であった兵器工業については，兵器工業部の大中型企  

業は200余り，職工は約80プラ㌧であった。アメリカの兵器弾薬工場は35，職  

工は9．66万，イギリスの兵器工場は13，職工は2．3万人，フランスの兵器  

工場は10，職工は1．7万人で，中匡lの兵器工業は米英仏の合計より」二場数も  

職⊥数も多かった。1986年の統計によると，航天，航空，兵器，核【「業部と  

船舶総公司の総生産額は190億元で，全民所有性の独立核算工業企業の約50   

パーセントを占めた（20）。  

1990年1月に設立された兵器企業総公司は，国務院の部と同等の待遇を受  

けることになった。この公司は外国貿易の苔査許可権長持っていた。この総公  

司は，兵器工業部が名称を変えはしたが，実体は以前とほとんど変わらない組  

織であろう。また，中国国際信託投資総公司が兵器工業541総l二場と所属す  

る7つの工場を持っていたことも判明している（21）。中国北方工業公司は1980  

年2月，第5工業部［兵器工業部］の対外技術経済の輸出入業務の管理部門  

として設立された。中国北方工業（集団）公司は1988年8月には阿務院が機  

械電子工業部に公司設立を批准し，12月に成立大会を開いた。同総公司は外  

事の審査許可権を認められた。1989年12月に兵器工業計画注文受注会議を  

問いたように，同総公司は兵器の受注生産の機能を持っていたと思われる。   

卜に＝貯科技企業は，多くの場合，科学技術面で他の軍事企業や民間企業よりも  

優位であったとされている。多くの国防科技企業は一般の兵器企二捌こ比べて規  

校が人きいといわれている。これらの国防企業はそれぞれ軍機関や国務院の関   

係する部に所属する場合がほとんどである。   

次に，軍や国務院との関係が判明している国防企業を列挙する。前述の兵器  
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工業もここで列挙する。ただ，資料によって矛盾があり，国務院機構改革によ  

る変動を必ずしも網羅していないので，機構名に重複や欠損だけでなく，所属  

監督関係に事実に即していない個所がある。たとえば，1993年，機械電子工  

業部は二つに分割されたが，配下の企業の監督については，はっきりしない。  

能源部も，電力工業部と煤炭l二葉部に分割されたが，核工業総公司との関係は   

不明確である。  

一肝′総参謀部凱利科技公司   

山1徳政治部一保利公司  

総後勤部“Ⅵ¶T 新興公司   

二九企業集団  

武警－－一括安設備進出口公司  

新時代公司（1982年，燕山科学技術公司と合併）  

藍深公司（呈988年成立，『人民R報』1993年6月7日）  

国l彷科［二委  

f          し 

一中国遠方（集団）総公司   

→核（廃l巨、）一核工業総公司（1988成立，能源部の管理卜）  

一航空一中国航空1二葉総公司  

一電子  中国電子工業総公司   

兵器（廃1卜） 中国兵器」二葉総公司（1990年）  

中国北方工業総公司（1980年）   

一一－一船舶（廃止） 中国船舶工業総公司  

一航天（廃止） 中国航天工業総公司（1993年）  

北方t業（集団）公司  

注：所属管理関係（22）は資料によって異なり，詳細は不明である。ここにあげ  

た表は仮のものである。海空軍，第2砲兵などは省略。  
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これらの企業をめぐる中央軍事委員会（以下，中央軍委と称する）と国務院  

の関係は名目や制度に関わらず，ほとんどの場合，中央軍委が実質的にコント  

ロールしてきたが，そのコントロールもかなり緩やかであったといわれている。   

ここで，活動内容が紹介された2，3の事例をあげておく。   

保利公司は1984年7月に成立し，ボーイングなど二百余りの海外大企業と  

関係があり，年間輸出5億ドル以上で，1993年輸出額最大企業五百の中の26  

位であった。保利は九十九の企業を傘下におさめ，全国各地と世界十数国家と  

地区に分布し，北京を中心として沿岸を牽引役としている。1993年末までに  

保利公司の総資産は78．86値元に達した（23）。  

1992年，「三九（999）」とよばれる企業集団の活躍が党や軍のメディアで  

大きく紹介された。これは，軍隊明星企業南力製薬工場を中核として作られ，  

国務院経済貿易弁公質が批准した，さまざまなシステム，業務，国境を越えた  

構造であった。また，この企業集団は1992年，総後勤部党委が批准した軍が  

集中管理する試験的単位であった。「三九」は34の軍隊企業を傘下におさめ，  

ドイツ，米，ロシア，タイなどの国家と地域に6つの支社を持っている。1992  

年1月から10月までに，総生産値は13．7億元，おさめる税金は1．57億元で，  

深釧の140の軍隊企業の総生産と租税の80パーセント以上を占めたという。  

1992年1月，劉華清は深川南方製薬工場を視察した時，軍弁企業は必ず集中  

管理しなければならないと発言した。9月，三九集団の総経理である越新先と  

会見した時，劉華清は同様に，軍隊企業の集中統一管理と集団化を強調する発  

言をした（24）。  

巾国航天工業総公司は，1993年6月に成立した。従業員は27万人であっ  

た。この会社の総経理（社長）は国家航大局局長の劉紀元で，しかも局名義で  

外国と政府間協定を結ぶことができるという二つの性格を持った。   

図にはないが，国産大型コンピュータ「銀河一町＿」を開発した国防科技大学  
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は，1993年4月に製品の対外貿易権を取得し，直接海外貿易に乗り出せること   

になった（25）。  

国防科学技術部門の最高指導に当たってきたのは，国防科工委であった。こ   

の委員会は，他の中国の行政部門と同様，権限や職能がめまぐるしく変化した。   

1983年1月，それまで総後勤部の管轄だった通常兵器試験基地が，1985   

年には第2試験基地，1987年6月には二第3試験基地も国防科工委に移管され   

た。1983年三3月，船舶二r二業の武器装備，生産業務は国防科工委に所属，国家   

経済委との二重指導に置かれた。1984年2月，人工衛星の研究製造は航天工   

業部［宇苗工業部］が統一的に責任を負い，国防科工委に所属することになっ   

た。1986年三7月，航空，兵器，航天二I二葉部は国務院の直接指導，軍事製品の   

研究生産，航天技術と軍事貿易は国防科工委が管理することになった。しかし，   

1989年9月，兵器輸出の管理権限は国防科工委から奪われ，中央軍委軍品出   

口領導小組〔中央軍委軍事製品輸出指導小組〕が設立され，郡家華と劉華清が   

日常工作に責任を負い，弁公室は中央軍委弁公庁に置くことになった（26）。  

国防科二1二委の権力について，E．アーネット（E．Arnett）は，ストックホル   

ム平和研究所による軍事R＆Dに関するケーススタディの一つで，高度技術   

開発のイニシアティブが非軍事部門にとられ，相対的に低下する可能性を指摘  

した（27）。  

政府二，軍，企業の関係は錯綜してみえるが，政府・軍と企業の分離が不完全   

な性格はほぼどの企業にも当てはまるといえる。  

軍転民   

『郡小平文選』にみる限り，「軍転民＿」の「成功」の宣伝とは裏腹に，郡小平   

は，「軍転民」をそれはど重視していなかったようである。『郡小平文選（1975   

～1982）』には，「国防産業の整頓について（1975年8月3日）」で軍の経済   

活動に言及した以外，軍転民に直接関係する意見は収録されていない。郡小平  
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が「軍民合用」に言及するのは，1984年11月になってからである（28）。   

しかし，1979年には8パーセントだった民生品生産の国防工業総生産に占  

める比重が1992年には73パーセントに上昇したというように，「軍転民」は  

急速な成長を遂げてきた（29）。あたかも国防工業は「「弔転民」で潤ったかの印  

象を与えるが，実際には，大幅な供給過剰と求められる高い品質に対応できな  

い多くの国防産業の生き残り買としての性格が基本にある。  

1986年7月，郡小平の指示に基づいて，国務院と中央軍要は軍工管理体制  

を調整し，核二［業部，航空工業部，航天工業部，兵器r二葉部を国務院の直接指  

導にかえた。柑89勾二小甘に楓∴国家計画委員会，国家科学要路会，国防科学  

工業委員会が協力して二委軍転民連綿組をつぺ∵－〕た。同年1（う月ラ F‾‾全国軍民  

経た⊥二作会議トを閑さ，ユ9を）0年j月，「匡ち防軒仁王委，画家計萎，匡腐粛委，  

軍転結舎工作をさらに遅れ惹ことについての請示」を作成しノた 

相前後しノて，これか瑚ヰ務院部局は，企業に改変さ れた。）苦しノて，これら椚  

企業は子会社の設立を行′ノた。これは，各分野の独占状態左打破するためと（Zj   

理由で説明されている（30う（つ  

このように，j〝軍転民」の中核は，高度な科学技術を備えた行政機関および  

企業であった。より重要な制ま，「甲転民」が国防産業の形態が，直接指令型  

から市場経済に適応した企業ノ捌こ変えられるプロセスの－一一部‾‾ごあった点である。   

国防科技工業の民生．品生甚ほその総生産の70ノヾ血一セント以上を占め，47しき  

以卜の生産ラインを持ち，2f）余りの業務と領域にまたがりラ 30余¢〕国家と地  

区に輸出している（31）。国防相技工業の民牛品生産ほ1〔〕78年に始ま一つた。「‾軍  

転民」でも，国防科技工業はきわめて大きな比重を占めてきた。  

「坤転民」は国外とロ〕接触にも積極的であった。19∈）3年7月，香港の「93  

、西「1利用軍工技術国際博覧会」では25億元以上の契約を成立させた（32）。こ  

の時には，軍事技術の民間転用に関する国際討論会も閃かれた。  

この博覧会では，機械，電力，航空，航天．船胞 兵器，苗－戸．核t業など  
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各産業，軍の総後勤部交易団，各地区の交易団が参加，出品は1，126に及ん   

だ（33）。中国北方工業（集団）総公司は，パシフィック・アライアンス・グルー   

プ［香港の投資会社］と2億3千万ドルの合弁契約を結び，ルースベルト・   

インベストメント・グル岬プ［米］と遼寧省遼陽市で石油科学事業に対する2   

億2千万ドルの投資を行うことになった。中国長城総公司と中匡1遠方（集団）   

総公司は，香港企業との合弁会社を設立し，通信衛星打ち上げの業務を行うこ   

とになった（34）。さらに，中国北方（集団）総公司は5億ドルの「北方基金」，   

中国航空工業総公司が1倍ドルの「中国航空基金」を設立した。この博覧会   

で，中国新興（集団）総公司は，DBSランド〔シンガポール政府系金融期間   

の不動産会社〕など，海外企業7社と約10億ドルの合弁契約を結んだ（35）。  

国防科工委は，3，000項目余りの科学技術成果の秘密を解除し，経済建設に  

利用してきた。そして，4線体制という経済戦略を考えた。これは，（1）香港，   

マカオに窓口企業と実体を作り，国内と国外マーケットを結ぶ紐帯とする；  

（2）沿海地区に高度科学技術開発実体を作り，徐々に技術産業集団を作る；   

（3）珠江三角州と良江三角州一帯といくっかの内地の開放都市で，一線，二   

線の総合科学技術産業のための試験・生産基地を作り，科学研究と生産を連結  

して内地と特区の橋渡しをする；（4）軍工の学校や科学技術をふくむ現有の科   

学技術，試験，教育単位をもって後ろだてとし，人材，技術，設備面の優勢を   

発揮する，という内容である。1995年三1月には，国防科J二委生産経営工作会  

議で，4線体制の骨格が作られたと報告があった（36）。   

】995年11月に発表された軍備管理と軍縮に関する自害は，軍転民は平和   

的な目的から行われていると強調した（37）。  

ここで，「軍転民＿」にのり出した代表的な企業をいくつか紹介する。軍事企   

業と⊥場の生産する民生．呈，ブランドには，有名なものが多く，生産軸も無視で  

きない。個々の」二場をみると，高度科学技術を備えたとはいいにくい，通常の   

兵器工場の民生品生産の実態をうかがうことができる。  
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1992年，カラーテレビの全国生産は1，200万台で，甲工電子企業の生産は  

その約30パーセント，テレビの輸出は全国総輸出の20パーセント近くを占  

めた。有名な軍工のブランドには，たとえば熊描（パンダ），良虹，黄河の各  

ブランドのカラ← テレビ，煽幅ブランドの扇風機，長嶺ブランドの冷蔵庫など  

がある。船舶工業は造船輸出の40パ【セント以上を占め，核工業では広東大  

亜湾原子力発電所を建設した。兵器工業の民間品生産では機械，光電，化工が  

3つの柱である。1991年，軍工介業の卓は全国牛産の11パーセント，オート  

バイは50パーセント以上，カラーテレビとオートバイの最大の「場は軍工で  

ある（38）。オートバイでは，全国市場の30パーセントを西南地区の兵器生産   

企業が占めたという（39）。   

嘉陵機械1二場は「軍転民」の成功例として有名になった。同L場は年に40  

万台のバイクと60万台分のエンジンや部品を製造し，1992年の生産額は11．  

3億元，利税は1．86億元であった（40）。同工場は日本のホンダから技術導入を   

行った。   

軍転民の企業の中には，日本との合弁企業もある。たとえば，新興R積有限  

公司は，軍隊企業志太の合資項目で，新興集団2，672工場と日本の日積住宅二l二  

葉の合資である（41）。   

上記の例からは，「甲転民」は ▲見順調のようにみえるであろうが，多くの  

企業は短期的には容易に解決できない問題を抱えてきた。以下では，その典型  

的な例としノて，いわゆる三線企業とその民需転換の抱えた問題を取り上げる。   

三線企業とは，二綜地区といわれる内陸部の軍事企業や工場である。二緑地  

医とは，四川省，貴州省など西南地区を指す。   

三緑地区の軍事企業は，その地方の経済に人きな比重を占めてきた。たとえ  

ば，江酉省［内陸の省ではまだ海に近く，厳常には三緑地区には人らないが，  

省別の統計が入手できなかったので，参考までに叡り上げる］の100近い軍  

L二企業は全業務で31．1億元の「工業総生産をあげ，昨年より20．8パーセント  
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の伸び率で，85パーセントの企業が赤字から黒字へ転換し，3，500万元を科  

技に投資した。100プ了元以上の税をおさめている企業は67パーセントを占  

めた（42）。単純に計算すると，江西省の軍事企業や工場は年に6，700万元程度  

の税を収めたことになる。1992年，江西省の⊥業生産値は168．14億元だか  

ら，約20パ←セント内外を軍事企業が寄与したことになる（43）。また，四川  

省綿陽市の軍事企業の民生品生産は43．5億元で，市の工業総生産の29パー   

セントを占めた（44）このように，内陸の省にとって，軍事企業と上場は軽視で   

きない経済力を持っていた。   

また，ある統計では，1994年の西南兵工の総生産高は116．37億元で，前  

年より35．7パーセント増加し，その中で民生品の生産は108．91億元で，  

［おそらくこの地区の］工業総生産高の93．6パーセントを占めたという（45）。   

はとんどの場合，三線企業は厳格な行政命令によって運営される国有企業で  

あった。個別の軍事企業やt二場の中には，経営メカニズム転換の試点として選  

ばれたものもある。国家の公布した55の試点企業集団の名簿の中に，軍工は  

嘉陵集l軋 西安飛機工業集団，南方動力機械集団，上海航空工業集団，貢州  

航空工業集団，員州航天工業集団，湖北航天Ⅰ二葉集団の7つが含まれてい   

た（46）。上海と湖北の企業，および所在が不明の南方集団を除けば，残りの4  

つば三線企業である。  

しかし，三緑地区の軍転民は，効率的な経常を目指す卜で，さまぎまな問題  

に直面した。その一つは移転費用であった。西南計算機工業公司は，元来，砲   

兵中隊や小隊の指排システムを生産していたが，1984年に山奥から都市に移   

転することになった。この移転には，合計2億元がかかり，銀行からは1．5   

億元借りた。  

第2に，三緑地区の軍事企業は甲用生産ラインを維持しなければならない   

ため，構造的に赤字が累積しやすかった。   

『解放軍報』が，嘉陵工業株式会社の場合，軍事製品の製造が民生品生産に  
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よって阻害されなかったことを紹介したことから，通常，民生品が軍事用品に   

優先して生産され，軍事生産が停滞したことがあると考えられる。同様に，軍  

事生産に従事する人員の給料が低くないことが強調されたことから，逆に普通  

は民生品生産に従事する人員の待遇がよいことも推測できる。   

また，第2重型機械（集団）公司は，火砲や航空機用の金属加工の生産ラ  

インを持っているが，生産需要はかつての3分の1に減った。しかし，軍用  

ラインは特殊で転換がきかず，その維持だけで年に200万元かかり，火砲生   

産ラインの累計損失は1，408万元だが，ラインの廃止をせずにがんばったとい   

う（47）。   

内陸部の軍事企業は国内だけでなく，海外との関係を深めてきた。  

1994年，四川国際投資治談［拾談とは交渉，相談の意味］会で，120項目，   

16億元の交渉を行い，金属表面合金化，金属表面セラミック化，光学ガラス  

表面改性など30種類の高度科学技術品が提出された。   

重慶嘉陵機械廠，四川長虹機器廠，成都飛行機1二葉公司，貴州風華廠など  

40近い軍工企業が30あまりの国家へ輸出している。四川の三線企業だけで，  

1993年の合資は26項目，総投資4．03億ドル，完成値120．6億元，高度科  

学技術産品の輸出は10億元を越える（48）。   

これまで，西南地区は4．6億元の外資を導入したという（49）。   

しかし，三線企業の海外業務がすべてが順調なわけではない。成都飛行機公  

司が製造し，エジプトに輸出された「職7」軍用機6機が中国に送り返され，  

徹底修理を行ったことが報道された。この後，同型機9機の徹底修理が続い  

たことから，中国側の技術革新が急速に進んだのでなければ，エジプト側が  

「載7」に大きな不満を抱いたと考えられる（50）。   

ただ，全体としてみると，西南地区で，甲工企業は無視できない経済主体で  

あり，しかもこの地域の発展の核としノて重慶（四川省の省都）が注目されてき  

たので，これからもこの地域の経済にとって匡l防産業の重要性は，すでに存在  
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する経済資源の有効利用という面からも，たとえ上昇しないとしても，急激に   

低下することばないであろう。  

Ⅲ 軍の経済活動の再編とその問題点  

農副業生産の再編   

1990年代における部隊の食料生産は，1989年ごろから進められた軍の食   

料供給システムの改革によって，逆に部隊の食料供給が不安定になってしまっ   

た由を補う性格が弓虫かった。旛陽軍区では，草への食料供給が揃ったり，食料   

の質が低Fした（51）。この現象は他の地域でもあったらしく，総後勤部は国内   

貿易部と交渉し，食料や軍服の補給を確保しようとした（52）。  

軍に対する食料供給の滞りや品質の低卜は，食料を供給する企業が経済利益  

を追求するようになったため，食料が純粋な売買の対象に変わってしまったた   

めである。また，価格補填は軍と地方がそれぞれ半分ずっ負担するが，駐屯地  

は通常辺境地区にあり，地方政府は財政的に苦しく，補助も十分ではなかった。  

軍内には，市場化をさらに進めるべきとする意見と，逆に食料供給を行政的   

に保障すべきという意見に分かれていた。実際には，基本的な食料を行政的に  

管理し，それ以外のものは白山に売買するようにした。また，省クラスの食料   

部門に軍の食料供給管理処を設けて，匡Ⅰ家行政編成とし，地方と兼の食料部門  

は甲に対する食料供給に責任を負うこととした。また，辺境や島では，省直   

属の甲食料供給点を設け，価格補填はすべて中央財政から支出することになっ   

た（53）。  

部隊の副菜の持つ，より深刻な問題は，管理がずさんで，軍本来の業務に支   

障をきたすことである。  

多く指摘されたのは，予算の流用であった。たとえば，部隊の食費の接待費   

への流用，装備費の，水道代，電力費，学習費，客の接待費への流用などであ  
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る（54）。また，軍には課されないはずのダンパイ［課徴金の強制割当て］があっ  

た（55）。その他，原価償却や維持補修費を計算に入れないとか，燃料や電力な  

ど原価に入れていない，自由に使える兵力は無償などのため，生産収益が水増   

しされたなどの事例もあった。基本的に，これらの問題の発生の原因には，軍   

の財務管理システムが完備していない点が挙げられた。  

しかし，より基本的には，軍の指揮統制と農副業生産経営が錯綜してきた点   

が重要であろう。この観点から，軍隊農場を，部隊兵員の輪番制をやめて請負   

制にするなど，軍隊と企業の分離を主張する意見が出た（56）。軍全体としては，   

この方向に対策が徐々に進みつつあるが，そのスピードはかなり遅く，当面，   

軍企分離は期待できない。  

まとめると，農副業生産は，軍内で幅広く行われ，特に貧困，辺境地区では  

生活の維持や改善に重安な役割を果たしてきた。能率の改善も進められてきた。  

また，財務制度などに欠陥があり，その管理は徹底せず，資源の浪費も少なく   

ないようである。  

国防産業の再編プロセス   

1984年11月，郡小平は軍委座談会の席上，軍工体制改革はすでに日程に   

上っており，幾つかの機械工業部を“国家全体の計画の中に入れ，別々に分か   

れていた時代を終わらせる”と発言した（57）。  

この郡小平の表現を，より具体的にいうならば，当時，国防産業は，国務院   

の管理する民間経済とほぼ完全に分離した閉鎖的システムであった。さらに，   

各地域に分散した国防産業は，厳格な行政命令によって生産を行い，ほとんど   

の場合，損益計算を無視していた（58）。すなわち，匡l防企業は，厳格な行政命   

令システムに組み込まれた国有企業としての性格を強く持っていた。  

1986年12月，兵器工業部（部長：郡家華）と機械工業部を廃止，国家機  

械二」二葉委員会（主任：郡家華）を設立した。1987年2月，それまでの政企の  
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職責が分離していない状況を改め，ミクロの管理からマクロの管理に，また部  

門と地区が分割されてきた状況を改めて部門管理から業務管理へ，単純な行政  

的直接コントロールから間接コントロールとした。3月，権限の下放を決定し  

たが，年末まで機械委直属の兵工企業が一部分を除いて他部門へ移管されるか，  

下放されたが，相当部分の兵工企業は調整が遅れ，経済効率が低く，欠損が大  

きく，地方政府も財政l二，引き受けがたい状況であった。   

機械委がこれらの企業を直接管理し続けようとするなら，機械工業業務のマ  

クロ管理を進めるのに不利で，しかも機械委の基本職能に合わないということ  

から，1988年4月，国務院総理弁公会が機械電子工業部の設置を論議した時  

に，「工貿結合，軍民結合，科学研究と生産を結合」させた中国北方工業（集  

団）総公司を設立し，総経理（社長）に兵器工業部副部長の来金烈を当てた。   

総公司は，国家計画の枠内で，機械電子部の委託を受けて全国兵器行業［行  

業とは経済活動の分野を指し，業料こ近い意味あいを持っ］を管理し，請負経  

営を行い，独立採算とした。1990年以前，総公司は国家に利潤を上納せず，  

国家も損失を補填しない「零字包幹」体制であった。   

これらの改革によって，1990年，兵器工業直属企業の民生品生産が45．6  

億元に達するなど，かなりの成果があがったものの，兵器工業指導者は決して  

楽観していなかった。「当代中国叢書」の一つ，『当代中国的兵器工業』は兵器  

I二業のかかえた問題を次のように指摘した。   

第1に，兵器工業は科学的で比較的安定した長期的計画に欠け，具体的な  

工作の中で統一した意志と目標に欠けていた。そして，自分勝手で閉鎖的な現  

象が比較的深刻で，全体としての優勢が十分に発揮できず，臨も品を発展させ  

るよいチャンスを逸した。   

第2に，マクロ・コントロールの力が弱く，九 牛封こ資金の分散が分散し，  

投資効率が悪い。1986年以後，体制改革が多く繰り返され，兵器L業システ  

ムに利益の多LlI心，決定が多元化した構造が生まれ，集中すべきところに集中  
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できず，低い水準の壱複が多く，機構的な矛盾が激しく，全体としての効率が  

低い。たとえば，全国の工業は10年平均の投入産出率が1：2．5なのに，兵   

器工業の民生品のそれは1：1．8で，全国平均に遠く及ばない。   

第3に，科学技術機構が不合理で，民生品開発の支えになっていない。高  

度技術産品が少なく，新産品が少なく，世代交代が緩慢な現象がますます深刻   

になっている。   

第4に，成功を焦り，経済加熱の大きな環境に影響され，決定の科学的水  

準が低く，‾旨目性が大きく，浪費が深刻である。管理面では，兵器其の整頓が   

進んでいるものの，成果は固まっておらず，財務管理，品質管理，労働管理な   

ど少なくない問題があり，責任体制も明確でなく，損失と浪費がはなはだしい。   

第5に，共産主義の信念がうすく，国家の主人であるという意識が淡白で   

ある（〉   

この間題意識から，1990年1月，中国兵器工業総公司（社長には釆金烈）  

が設立され，兵器工業の管理に当たった（59）。これは，兵器工業の管理を厳格   

な行政命令システムから，市場経済システムに転換させる改革であった。  

では，兵器Ⅰ二葉をふくめ国防産業の再編が行われた理由は何か。  

それは，中国の国防産業は，準戟時体制が続き，膨大な国防産業設備が存在   

したが，国際環境の相対的安定と対外政策の転換によって，軍事産品に対する   

平時の需要がきわめて少なくなり，将来も需要の急速な回復は見込めず，しか   

も多くの軍事荏l－盲∴は現代戦争には適合しノない低いレベルで，調整と改革が必要   

になった点に求められる。11期3巾全会以後，国防産業の改革は進められて   

きたが，1990年代に入っても，その改革はとまっていない。それは，前述の   

ような問題が十分に解決されていないからである。  

兵器工業でほ，企業組織の転換弾性率が小さく，先進国は－一般に国防産業の   

資産が遊んでいる率は：う0パーセントだが，中国では，平均4〔）～50ノヾ－－セン   

トである。陸軍参謀学院のあるメンバーは，兵器のみを製造する部門の3分  
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の2を圧縮し，3分の1を保留すべきであるとの提言を行った（60）。  

1995年1月，兵器工業工作会議における，張俊九・兵器⊥業総公司総経理  

（社長）の発言によると，軍需工業はかつて約7割が赤字だったが，94年には  

多くが黒字になり，赤字企業の総数は前年の50パーセントから36パーセン  

トに減ったという。一見，状況は好転してきたようにみえるが，実際には，多  

くの問題が残っている。   

まず，19∈）4年に軍事企業の赤字が急激に減少したとは考えにくい。1994  

年の9月，成都軍区後勤邦のメンバーが書いた論文では，軍弁企業の3分の2  

は赤字であった。成都軍区のみが取り残されたのでなければ，1994年9月か  

ら翌年1月までに赤字が36パーセント，つまり約3分の1に急に減ることは   

あまりないであろう。   

国防産業の構造的な赤字は単なる過剰供給によるものではなかった。ある解  

放軍の軍事経済専門家によると，赤字の主な理由は，第1に企業財産権関係が  

不明確（所有権によらず有償の移転，行政命令で無償の画転，計算方法が不統  

一，資産が確定できない，管理人員の更迭頻繁で責任感弱く，基礎資料が紛失  

する，工場長，社長，はなはだしくは会計士も資産の実物量，価値，など確実  

な数字を持ってなく，記録があっても実物がない。実物があっても記載がない  

など）；第2に企業の負担過重；第3に企業のハードとソフトが時代遅れ，と  

いう。このような構造的な原因が数カ月で解決できたとは思えない（61）。   

国防産業の抱えた問題は，単に軍事経済内部にとどまらず，民間経済とも密  

接に関係していた。国防産業は，中国全体の民間経済と分離したばかりか，個々  

の国防企業は地力経済からも孤立してしまい，「『飛び地』として分散してしまっ  

た」。また，国防産業の問でも，お互いに資源や人員の取り引きや交換もはと  

んどなく，機構が重複し，はぼ孤立していた（62）。  

このような問題の解決は，国防産業システム今体の改革を意味した。総後勤  

部副部長の王太嵐が主張した項目を並べるだけでも，その広さと深さが容易に  
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わかるであろう。彼が言及した主な改革項目は，経費の投入方向，投入量のコ  

ントロール，経費の収支監督，経費の使用効率，軍隊建設の需要に服する市場  

調節機能の導入，健全な法規制度システム，管理メカニズムの改革，供給メカ  

ニズムの改革，流通メカニズムの改革であった（63）。   

国防大学メンバーによる提言には，経済，法律の手段などによる間接的コン  

トロール，管理面では軍工企業経済活動の外部条件の改善とコントロールを行  

い，ミクロの経済単位の生産経営活動に公平七競争の経済環境を提供する。価  

格，税収，信貸などの手段によって非経営性の要素の企業経済利益に与える影  

響を減らす，などが含まれていた（64）。こうして，国防産業の管理原理は，行  

政指令性計画から，市場メカニズムと法制度によるコントロールに転換した。   

国防産業の多くで改革が進まない理由のつには，各企業にそのような余裕  

がないからである。内陸の三線地区の軍事企業（多くは製造業）は，多くは小  

企業が主で，中小企業は生産が多角化していず，多くは山がちの地区にあり，  

分散し，生産と生活は容易ではなかった（65）。   

このような状況下，追い詰められた国防産業が生き延びるという要請から   

「軍転民．」は生まれた。  

国防産業の再編と軍転民について   

軍転民をめぐるこれまでの研究は，企業の立地条件や軍事ラインの民間転用  

の困難などを指摘することが多かった。たとえば，「軍転民戦略の成功実践」  

という『人民L＿I報』の署名記事は，計画経済下で経済リスクを負わない考え方  

の転換が滞ったこと，運営システムの硬直化，軍事産品を生産する任務が急激  

に減ったことなどをあげた（66）。   

西南地区における軍転民の引き起こした問題について，『解放軍報』の報告  

記事は，軍事製品の質の低さを指摘した。さらに，儲からない軍事産品よりも，  

個人や組織の利益を優先し，民生品の生産に力を入れるという規律の乱れをも  
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示唆した（67）。  

しかし，軍転民に関する軍内の議論は，これらにとどまらず，国防産業の管  

理改革そのものと結びっけられている。「軍民結合の軍事工業管理体制では，   

現有の工業体制から新体制の設計を進めるのはできないことはないが，理想的  

ではない。1つには，業務管理の有り方が，部門分割の実質を解決していない。  

専業軍工と動員軍工が平行した部門設置管理機構は正しくない」。   

そして，「軍用機械業務と民用機械業務は分けなければならないが，意外に   

も，業務が分割状態にあると，軍転民に不利なばかりでなく，民転軍にも不利  

である。第2に，軍工企業，総員軍工企業，民用企業はそれぞれ比較的分離  

しており，3っを集めてみても業務［をまとめたより高いレベル］の業務には   

ならない」（68）。  

科学技術で優位にたてるはずの国防科技工業も，需要と供給のアンバランス   

という問題をかかえている。兵器産業のシンクタンクである中国兵器工業計画  

研究院のメンバーによると，国防科技工業は軍事品科学の研究と生産の方面で   

も任務が不足し，民品開発も困難であったという。この人物の意見では，国家   

は相応の調整措置を欠き，国防科研生産単位の経済公益は非常に低く，職工の   

生活は相当困難であった。  

この原因の一つには，国防産業の多くが，先端技術に不可欠な電子技術の研   

究応用が十分ではなく，競争力がそれほど強くないことがあった。陸軍参謀学  

院のあるメンバーによると，中国の電子部品の占める費用の割合が飛行機は   

27パーセント，ミサイルは45パーセント，通信電子品が88パーセント，衛   

星では65パーセント，艦船36パーセント，車両は16パーセント，火砲25   

パーセント，平均36パーセントで，電子技術の使用率が低いという（69）。電   

子技術の遅れは，C3Ⅰ（指揮，統制，通信，情報）などに決定的な遅れを招き，  

対等な戦闘をほとんど不可能とするので，低技術軍事製品に対して大きな需要  

が望めない。また，民生■三謡■でも，電子技術の遅れによって，高度産品の生産は  
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できず，海外市場で強い競争力を持たない。   

このような状況で，高度技術の最も重要な要素である優秀な人材が集まらな  

くなってきた。前述の兵器産業計画院のメンバーによると，「外部の人材を吸  

収する力がないばかりか，人材流出がかなり重大で，国家が突出した員献をし  

たと認め，政府の補填を受けた専門家も国防科技工業を離れていった。高等院  

校から若い研究者を招くこともかなり困難で，質や人数を保障しがたく，軍工  

系統の工作に行きたがらない学生も多い。明らかに，国防科学技術の分野は後  

継者を欠く傾向にある」（70）。   

簡∈削こまとめると，「軍転民」は，軍事企業が軍事産品に対する需要の急激   

な減少に直面し，民生品の生産と販売に乗り出したという切羽っまった曲があっ  

た。転換には指導体制の改革と資金が必要で，企業によっては対応しきれず，  

何とか転換した場合には，企業利益の優先から軍事産品の生産や開発がおろそ  

かになったことがあった。しかし，「軍転民」企業は，内陸地方の経済に触視   

できない存在となっていた。  

再編後の活動継続の背景   

草の正規化を目指して進められたはずの軍の経済活動の再編は，その活動の  

縮小ではなく，拡大をみせた。では，その理由は何か。  

軍の主張では，それは，軍予算の実質削減による現場の財政不足のせいであっ  

た。インフレが急速に進んだ1980年代後半には，総後勤部副部長の劉明瑛に  

よると，1984年から1988年に軍事費の実値は毎年9パーセントずつ逓減し，  

1989年の243億元という軍事予算は1980年の185億元に及ばなかった。国  

防費の圧縮の結果，各軍種では，実際の需要よりもはるかに少ない装備しか購  

入できていなかった。これからの10年間には，3分の1から2分の1の装備  

不足に陥る軍種さえあった（71）。  

国家からの財政支持がほとんど望めなかったため，革では，経済活動を認め  
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ることになった。1985年5月，「軍隊の従事する生産経営と対外貿易に関す  

る暫行規定」が批准され，軍の生産経営と貿易業務が軍の規定上も認められた。  

1987年，趨南起総後勤部副部長（後，部長に昇格）は，「当面，国の財力に   

は限りがある。よって，今年の国防費が需要に対して供給が少ない矛盾は依然   

存在する。この矛盾の解決には，国に国防費の増額を要求するのは現実的では   

なく，4つの現代化の大局にも【ルーー致しない。ただ一一つの方法は，どんどん生産   

して財源を開発することである」とした（72）。  

ところが，商売に熱心になったあまり，軍の経済活動は指導部が目指す「現   

代化」に悪影響を及ぼした。1989年春ごろには，部隊の装備，訓練，行政管  

理と軍の生産経営との間で問題が大きくなったが，指導理念が確立していなかっ   

たらしい。空軍では軍の生産経営をめぐり，軍事科学院，後勤学院，総後勤部   

など軍の各部門だけでなく，国家計画委員会，国務院経済技術社会党展研究セ   

ンター，北京巾社会科学院などの研究メンバーなども集めて，指導のための理   

論づくりを行った（73）。  

主な問題点   

軍の経済活動が持っ深刻な問題の一つは，元々，地方や下部が中央の指令を   

軽視する傾向が，軍の経済活動により，悪化していることである。  

マクロ・コントロールの手段の権威が不十分で，必ずしも守られていなかっ   

たとの指摘はまだ穏健な表現であろう（74）。軍事企業は軍と融合し，ばらばら   

に活動し，省軍区レベルでさえも十分にコントロールできていない，との痛切   

な指摘があった（75）。  

軍の中には，軍事企業への軍人の参加をふくめ，軍の生産祥営活動に批判的  

な意見が存在し，その縮小や廃止を目指したこともある。しかし，その意図は  

ほとんど実現していない。生産経営がすでに現場に深く組み込まれており，こ   

れがなければやっていけないと現場が考えているからである。  
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軍の生産経営に対するある批判者は，軍隊生産経営の発展趨勢は，逐次規模  

を縮小し，「皇糧」［国家財政支出］の比重を大きくし，21世紀の中上糞に，  

生産経営をやめるべきであるとした。彼によると，1992年12月29日，江沢   

民は駐京部隊老幹部迎新春茶話会で，現在の状況では，軍隊は正常経費の不足  

を補い，生活を改善する必要のため，まだ少し生産経営をしなければならない，  

と言ったという（76）。  

同じ論者によると，1993年1月19日，劉華清は軍委拡大会議で，生産経   

営について，多くの同志は軍事費の不足する1犬況では，生産経営はしなければ   

ならない，というが，しかし，今のようなやり方ではよくなく，急いできちん  

とした措置をとり，管理を強化するべきであると発言した（77）。劉華清はさら  

に，指導幹部は主なエネルギーを部隊建設におき，商売に熱中，金もうけに一   

生懸命になるのは非常に危険で，軍企分開を切実に実行し，単列の体系を形成  

するべきであると主張した（78）。   

1994年11月には全軍生産経営工作会議が開かれ，三総部（総参謀部，総   

政治部，総後勤部）と中央軍委弁公庁は5つの工作組を組織して，大単位に   

派遣，指導を行うことになった。この会議に関する解説では，各級機関は経営   

性生産をしてはならない，作戦部隊は主に農副業生産をしてよい，非作戦部隊  

の生産経営は実業，医院，倉庫，科学研究機構などの事業単位は軍内の任務を   

完成させるという前提のもとで有償サービスをしてよい，ということを確認し   

た。これは軍と企業を分け，生産経営を切り離し，生産経営の整頓改革をする   

意味を持っていた。しかし，翌1995年になってようやくこの会議の報道があっ   

たことから，軍の中では生産経営の制限に対して反対意見がかなり強かったよ   

うである（79）。  

甲の生産経営が甲上層の規定や命令を軽視する第2の要因として，市場経   

済化が中国社会全体で急激に進み，軍の生産経営組織や担当者が利益を追求す   

る時に，課せられた制約を無視しがちになったからことがあげられる。  
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1988年11月，軍中央は軍の生産経営が秩序を失ったと考え，軍の公司の  

整頓を通知した（80）。しかし，その措置はうまく働かなかったらしい。それは，  

1991年3月ごろ，「関於軍弁企業実行集中帰口管理的意見」が3総部から出  

され，軍の経営活動の集中管理がうたわれたことから明らかである（81）。  

1995年4月には，全軍生産経営整頓工作会議が開かれ，この会議に関する  

『解放軍報』記事は，1993年11月に開かれた全軍生産経営」二作会議に触れた。  

それによると，当時，中央軍委は，生産経営の集中統一管理を求め，各レベル  

の機関は経営的な生産をいてはならず，作戦部隊は農副業生産をしてもよいが，  

非作戦部隊の生産経営は実業，医院なのに限るとした（82）。軍の生産経営人員  

は法律に基づいて活動するようにという軍司法部門の通達が示すように，現場  

は中央の命令や規定を軽視していたらしい（83）。   

これは，通達を守ると，現地部隊の生活や訓練に支障をきたすからと考えら  

れる。事実，軍以卜の作戟部隊が経営性生産をしないことになった結果，部隊  

の経費が著しく不足し，総後勤部が部隊の負担軽減を通知せざるを得なくなっ  

た（84）。そもそも，この通達はあまり守られなかったらしい（85）。   

要約すると，甲全体が商売に走り，軍は多くのレベルで生産経営の現状をき  

ちんと把捉できていないばかりが，国防費が不足している現状を十分に考えな  

いで規制を行うので，現場はさらに命令をきかず，指令を発しても守らなかっ   

たのである。   

予算の執行においても，1994年に出された総後勤部の通知の一つが，予算  

の流用を厳禁し，他人を押し退けて予算を一人じめするな，中止した基本建設  

は勝手に再開するな，などの内容を含み，予算規定や，中央の指令が督抜きに  

なっていると，軍中央が考えているは態を示した（86）。   

総後勤部ほ部内で生産経営整頓改革座談会を開き，総後勤部長の博全有，政  

治委員の周売主，副部長の周友良，副政治委員の許勝ら羊だった幹部が出席し  

た。博全有の演説は概ね次のような内容であった。まず，認識をたかめよ。国  
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家と軍隊建設の全局の高度にたち，思想を軍委の決定ときちんと統一し，認識  

を高め，行動してのみ自覚できる。第2に，要求は厳格にせよ。考えが通じ   

なくとも，組織上は必ず服従させ，禁止命令を出し，要求水準を下げてはいけ   

ない。第3に，実際の結果を得よ。表面的に文章ばかり作り，三日坊主では   

いけない。深く入り込み，一つ一つの単位で成果をあげ，よく把握せよ。第   

4に効果を上げよ。整頓改革は生産経営をさらに健康的に発展させるためであ   

る（87）。  

しかし，その後，部隊は法に則って経営を行い，軍の名誉を守れという論文   

が出たように，軍中央からみて生産経営の整頓は順調にいかなかったようであ   

る（88）。  

このような一連の報道からみて，軍の経済活動のコントロ椚ルが困難な状況   

は，予想できる将来，容易には解決できないであろう。1995年の会計監査の   

導入も，それがすぐに全軍で行われるとは考えにくい。軍の大部分は規定を軽   

視，無視するだろう。  

さらに，軍では師団レベルの権限の「下放」が議論され，これが普及すれば，   

行政機関の権限の下部委譲プロセスからみて，軍においても少なくとも一時的  

に指揮命令系統に混乱が生じるおそれがあった。広州軍区のあるl師団では，末   

端の工作がうまくいかない原因を連隊レベルの職権が事実上師団レベルの手に   

あり，「一級指揮部」であるべき連隊が「中継地点」，「伝達室」になってしまっ   

た点に求めた。この師団では，連隊に人事，財務，計画の権限を与え，師団は   

ヰ＿に監督に当たることになった（89）。これが計画に沿った措置か，あるいは混   

乱を意味するのかよくわからない。  

軍の経済活動のコントロ叩ルの困難は，必ずしも軍中央に対する地方，また   

は見しぃ央に対する軍の積極的な反対やサボタ】ジュをもたらさなかったようで   

ある√〕少なくとも，上級部P引こ対する積極的な対抗を広範囲に組織できる指導   

晋は出現していない。しかしノ，「〟庄軍克復合体」は形成されていないとはいえ  
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ない。副総理で政治局委員の郡家華がその一人と見なされてきた。そして，サ  

ボタージュのような消極的な命令違反でも，これが人事に関わる場合には，政  

治に非常に大きな影響を与える点が危惧されている（90）。  

Ⅳ 軍の経済活動とその再編の持っ中国政治上の意味   

軍の経済活動の再編は，郡小平による軍事改革の一部であり，その究極的な  

目的は，中国軍の現代化・正規化であった（弼。軍の統一管理は制度面からみ  

て現代化・正規化の核心部分であった。また，前述の劉華清の意見にみられる  

ように＼孝弘代的な装備による戦闘力向上への要求は，訓練と牛産経営切完全分  

離萄主張せもたらした。   

］き摘2年以後，それまできわめて強か一▲）た大軍匡牒首昆（司令員と政治委員二〉  

¢二）権限が縮小され，相対的に華中央で作戦を担当する総参謀部¢＿）権限が増大し  

ト〔92） ノーー、  

したがって，軍の経済活動の再編の遅れや，管理の不徹底は，解放軍の統一  

管理の不徹底を意味することに他ならない。  

中央＝地方および地方＝軍の関係  

軍の統一管理は，一見，単純にテクニカルな行政上の国難にみえるが，中央＝  

地方，および地方＝軍の関係の中で考えると，中国政治に深く関わっている。   

地方の国防産業システムの再編には，地方に委ねられていた軍事生産を中央  

に取り戻すという曲があった。兵器1二業は，1950年代に中央主管部門が管理  

する基礎的な生産システムができ，1960年代には省，自治区，直轄市で地方   

の軍工生産システムが作られた ▲カ，民間の⊥業システムが兵器動員生産ライ  

ンを組織した。地力の国防産業は各人行政区と大軍区が組織し，小銃から無反  

動砲まで12種類の武器と14種類の弾薬を生産した。  
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1971年，兵器工業の直属企業はすべて所在の省（市，自治区）に下放され，  

中央の工業部と地方の二重指導で地方を主とする体制となった。しかし，おそ  

らくは指導の混乱についての反省からであったろうが，その後，主管する工業  

部を主とするように改め，1975年にはすべて上級部門が接収した（93）。   

当時，地方行政の中枢には，各地方に十着化した野戦軍の成員が多かった点，  

大行政区レベルの地方指導者が大軍区の政治委員を兼ねていた点と，大軍区司  

令員が長期にわたり固定し，しかも強い指揮権限を持っていたことを考えあわ  

せると，その地方での自律的な兵器生産は，地方の「独立王国」化の性格を強  

める働きがあったと考えられる。地方の国防産業のシステム改革は，地方の独  

立性を弱める効果があった。   

しかし，軍事生産の中央接収は，軍と地方の経済的結びっきを断ち切りはし  

なかった。軍と地方の密接さは，それだけでは政治的な問題に波及しないが，  

中国政治に，弓】央と地方の関係の矛盾という問題があり，これに影響してきた  

と思われる。軍と地方の関係に関する資料は十分とはいえず，信頼できる統計  

資料もはとんど人手できないか，そもそも存在していない。しかし，次に示す  

事例が決して一部の地方に限られず，かなり広い範囲で同様の状態であったと  

考えることを否定はできない。   

また，農業部門でも，地方と軍の関係は複雑であった。1969年から1970  

年にかけ，紆－P匙が組織した生産建設兵団が開墾を行ったが，兵団の垂直的な  

命令組織は国家と地域の経済連設計画に合わないとして，1972年から1975  

年の問に，廃止されるか，指導体制が変更され，兵団の党・政治【l二作と生産建  

設は地方の克と政府による一元的指導に，また軍事工作と現役の部隊はその軍  

区が指導することになった（94）。   

軍と地方の密接さは，彼らの相互間で行われてきた財政援助，納税，労働提  

供によって示すことができる。   

地方政府は，軍に対して援助を行ってきた。1995年7月，全国軍政軍民団  
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結大会が開かれ，軍と地方の密接な関係が紹介された。すなわち，地方の党と   

政府は，軍人に転業の援助をし，部隊の物資を保障し，農副業生産の発展援助  

を行い，軍に食用油，電力，燃料供給を援助し，軍の家族の仕事や入学などで  

配慮し，軍の車両は20あまりの省区市の道路，橋で費用を払わずに通行でき  

るなどであった。また，河南省は年に2，000万元の食料費を軍に補填，前後し  

て800万元で軍に通じる道路を整備し，バスを増発した。軍を対象とする貯   

金会で6，000方元集まり，河南省は「部隊建設の指示と軍の保護・軍人家族の  

優遇工作の推進に関する規定」を決めた。演習前には30万人の民間人が道路  

整備を行い，甲は100万人近い労働力を投入したという（95）。  

軍と地方の密接な関係は地方の部隊にとどまらない。総参謀部の直属部隊に  

所属する研究所は，5年間に地方県以上の重点1二程100項目を支援し，5億元  

以上の利益をあげた。逆に，地方が総参謀部所属の学校に援助したことがある。  

より深く軍中央が関与した例として，国防科工委が山東省青島苗に「新時代科  

学技術工業パーク】lという工業団地を造成する計画があげられる（96）。   

地方末端によっては，軍と地方政府の癒着というより融合現象がみられた。  

遼寧では，基層政府と部隊，企業，文教，医療などの単位が「一体化」の指導  

体制をとったという（97）。   

軍と地方の経済活動は，軍幹部の再就職を通じても関係が深く，軍と地方，  

ある場合には政法部門との人的融合の奉安な源となっている。『解放軍報』で   

は，連隊幹部レベルの再就職についての報道が多い。ほとんどの場合，連隊幹   

部は県以上の克と行政吾即引こ再就職しており，地方と甲の対応関係がわかる。  

江蘇，斬れ t二海への転業幹部［再就職をする退役将校］は比較的多く，県   

以上の指導職務が1，000余り，工場長，社長が2，000を下らないという。部隊   

の党委と転業幹部は連絡をとりあい，幹部がこれらの経営に来るようにしてい   

た。たとえば，ある連隊の政治委員は東陽市委副書記に就任した。また，広西   

壮族自治区では，軍の師団転業幹部12名が地県クラスの党政指導グループに  
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編入された。吉林ではある連隊参謀長が吉林化学公司の党委書記となった（98）。   

一般に，軍幹部は先に再就職するケースが目立っ。逆にいえば，新たに実務  

を担当するのはむずかしく，党イデオロギーを担当する以外になかなか新しい  

道が見つからなかったのであろう。実務に就いた退役軍人の事例もあるとの  

『解放軍報』記事は，一般に退役後の困難さを示し，軍人の潜在的な不満を示  

したといえるが，逆に，このため，軍人が党イデオロギーに忠実とならざるを  

得ない現実的な理由の一つであったとも考えられる。   

蘭州軍区引ま，1995年には600名余りの転業幹部が内地［！］に帰らず，  

大西北にとどまった。大西北とは，享に陳西，廿粛，古海，寧夏，新褒，内蒙  

古西部在・指し，辺境という意味あいが強い。地方¢〕党委と政府が，転業幹部に  

職業や待遇面で優遇政策を採ったu最近5年間に4即（）名余りの内地から入っ  

た転業幹部が西北地区にとどま軋 経済開発に役立ったという（99）っ これも，  

深読みをすると，内地でほ退役軍人に対する需要が相対的に低くラ 任地にとど   

まる他ないのかもしれない。   

実際¢）ところ，軍事と民間の両方に役立っ人材を育成する 口内用人材」とい  

う制度は，軍人の再就職のための訓練としての機能を持っていた。山西省扮酉  

県など，室岡な地方にとっては，「両用人材を通して訓練された退役軍人は貴重  

な人的資源であったらしい（100）。   

地力と軍の関係をさらに密接にし．ようという意見は軍内にもあった。軍事経  

済一芋院¢〕研究生の意見によると，横の関係を発展させ，各戦区の経済保障能力  

を増強しノラ「このようにして，経済保障問題によって戦機を誤るこたを防ぐだ  

けでなく，長距離の運輸を減らしノ，また地方経済建設の発展を促進することが  

でさる」（101）。  

しノかし，軍と地方の間の関係は問題がないわけではない。   

南京政治学院政工系の副教授は，軍と地方は見の権威を守ることを主張しノた。  

さらに，彼は，平和な時期に軍と地方の問には基本的な利益の矛盾はないが，  
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各種の矛盾が出現することは否定できないし，矛盾を和らげることができると  

したように，軍と地方の問には，問題がないわけではなく，その間題の解決手  

段の一つとして，軍の地方経済支援をあげた。そのために組織を軍と地方が共  

同で作り，共同で実務を行うとした（102）。   

ここから，軍と地方は当地の党委のコントロールに従わない傾向があったと  

推定できる。また，軍の経済支援が軍と地方間の問題の解決の手段とされたこ  

とから，地方が軍に対して経済的な不満をいだいたとも考えられる。   

事実，補助金や税をめぐる不満の例として，四川省は軍事工場に年に7，200   

万元の補助金を出しているが，軍事二l二場が省に納める税金は5，000万元にすぎ   

ない，との紹介があった（103）。   

この他，軍と地方の問の矛盾については，軍の土地接収に対する民間の不満  

や，民間人による軍事施設の勝手な使用などが主に報道されてきた（104）。  

1990年2月に公布された「中華人民共和国軍事設施保護法」は，軍と地方  

の問の矛盾を調整する目的があったと考えられる。それは，公布の際に発表さ  

れた『人民日報』評論員が「軍事施設設備の保護は軍と人民の共同責任である」  

という論文を発表しノたことから明らかであろう（105）。   

最近では，軍民間の紛争の解決に裁判所の判決を利用することが出てきた。  

たとえば，J或都軍区のある部隊と民間建設会社の間で契約をめぐる紛争では，  

会社が軍施設を5年間にわたり占有したとして，成都市中級法院から施設の  

返還と賠償を命じられた。この他，企業における軍人やその家族の優待が行わ  

れないなどのケースもある（106）。  

軍と地方間の紛争解決制度として，すでに「民法」があるが，軍ではさらに   

制定が準備されている「国防法」の中に，軍事法を優先させる条項を挿入する  

よう主張した。軍が法制度の整備を主張する理由の一つとして，これまでは話  

し合いによって解決してきたが，基本的な解決にはならないので，不満が潜ま  

り，似たような問題が続いて起こるからだとしている（107）。一般に，甲中央は，  
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軍と地方の対立よりも，癒着の側面を問題視し，規制を弓虫めようとしてき  

た（108）。  

二重経済の解消と有機的な経済の建設一一国務院と軍   

すでに触れたように，軍の経済活動の再編には，中国経済が民間と軍事の二  

本建であった状況を改め，民間経済ひとっに統一する目的があった。経済指導  

からみると，それは，経済運営からの軍の排除と，国務院の経済部門による統  

一的な管理への指向を意味した。   

経済への軍の大幅な介入は，1960年代の中ソ関係の急激な悪化に対する対  

応の一つとして進められた。1969年11月，兵器工業計画会議において，通  

常兵器領導小組が毎年500個師団の装備を生産するよう要求し，総投資120  

億元，新職工90万人95項目の生産開始，93項目の生産拡大を3年以内に完  

成するよう求めた。これは，建国以来の兵器工業総投資累計の3倍に達する  

きわめて野心的な計画であった。ちなみに1969年の国家財政総支出は  

525．86億元であったから，その規模の大きさがわかるであろう。   

さすがに，周恩来の支持を得た経済専門家によって計画は圧縮されたが，そ  

れでも1970年の兵器工業計画投資予算は国家予算内投資の13．7パーセント  

を占め，正常な投資の数倍であった。1970年から1971年までの2年間に兵  

器工業は20億元を投資し，国民経済計画のバランスをくずした（109）。   

機構面でも，それまで附務院が行ってきた国防産業を軍が管理するようになっ  

た。1969年12月，国務院国防工弁［国防工業弁公室」が廃止され，かわり  

に中央軍事委員会の下にl草す防工業指導小組が設立された。この小組弁公室は，  

国務院第2（核），第3（航空），第4（電子），第5（通常兵器），第6（艦艇），  

第7工業部（ミサイル）の生産と研究を指導した。このころ，中国の経済指導  

体制は民間（国務院）と軍事（中央軍委）の二つの分野に分かれていたといっ  

ても過言ではない。  
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しかし，1973年には国防産業の管理は国務院に移され，極端な軍事経済優  

先のシステムは終わった。1973年9月，小組は廃止され，かわりに国務院国  

防工業弁公室が設立され，中央軍委と国務院の二重指導だが，国務院を主とす  

ることになった。各工業部直属の企業および国防工業の院校［学校］は省，市，  

自治区に移され，地方を主とする地方と部の二重指導下に置かれ，各大軍区の  

国防工業管理機構は廃止された（110）。  

中央＝地方は中国の政治社会の垂直関係，民間と軍事経済の相互孤立は水平  

関係の問題といってもよい。そして，その再編は，軍内部にとどまらず，中国  

の政治と社会，経済体制と深く関わってきた。しかし再編プロセスは，整然と  

した組織改革というよりも，政治的押し合いへし合いと混沌の世界であった。  

Ⅴ 結びにかえて   

ここまで，農副業生産および国防産業に重点を置き，解放軍の経済活動とそ  

の再編について論じてきた。この論文では，意識して資料を中国政府および軍  

の発行物になるべく限り，香港や台湾の研究者による調査および新聞や雑誌を  

ほとんど使用しなかった。香港や台湾の研究調査には，良質のものも多く，こ  

のため，解放軍の経済活動のある側面は十分に明らかにできたとはいいがたい。  

しかし，中国側の資料だけによっても，その持っ問題の範囲の広さと規模の大   

きさは明らかとなったといえるであろう。  

おおづかみに言って，軍の経済活動の再編は，中国社会が単帥寺から相対的な  

平和の時期への移行する上のつの現象であろう。それは，軍が生産活動に従  

事する延安モデルからの脱去口をも意味していた。それ以上に，軍の経済活動の  

再編には，軍事化された中国社仝の変容の一部という性格があった。毛里和子   

は，経済部門の軍編入と三繰延設を経済の軍事化と特徴づけたが，当時は，経   

済だけでなく社会が軍事化していたといっても大きな間違いではないであ  

33   



東洋文化研究所紀要 第133桝  

ろう（111）。   

同時に，軍の経済活動の再編は，「正規の」国家体制建設の試みの一部でも  

あった。中央＝地方の関係では軍中央の権限を強め，民間＝軍の関係では，軍  

と企業を分離し，企業管理を中央政府が行うのである。しかし，これは軍のふ  

くめ，「単位」がお互いに孤立したままで，有機的に連繋するシステムをとっ  

ていないという，社会に根ざした性格がかかわり，変えられないわけではない   

が，時間がかかると思われる。   

この論文が扱わなかった重要なサブ・テーマとして，軍の財務管理があ  

る（1」2）。やや横道にそれるが，参考までに，触れることにする。   

軍の財務管理制度は，中央＝地方，軍中央と地方の軍，軍中央と各軍種問の  

関係を規定するきわめて重要なシステムである。しかし，各レベルで，「小金  

庫」と呼ばれる財務システムにのらない独白の資金プ州ルが広く行われ，財務  

管理がむずかしく，責任の所在がきわめてあいまいな状況にあった（113）。軍の  

経済活動が効果的に管理できなかった主な要因の一つとして，財務管理制度の  

不完全さや，制度軽視，またこれらを悪化させた政治の混乱をあげることがで   

きる。  

1965年2月，新しい財務管理制度が全軍で試行された。この制度は，それ  

まで上級によるコントロールが余りに厳格すぎたという反省のもと，各レベル  

における自由裁量がかなり認められた。また，各レベルでは予算から決算，規  

定の解釈まで党委かすべて管理することになった．。しかし，その結果は，財務  

管理システムにおいて上下関係が断絶し，行政経費の扱いは上級に知らせず，  

しかも卜級部門はこの状況を改善できなかった。文革の初期には財務指導部門  

がばとんど麻痺L，1969年には「団」［日本の連隊に相当］以上のレベルの  

財務機構がすべて廃l卜され，全軍の財務人員が約半分に減り，さらに「規定や  

制度のない工場企業」が求められ，財務の規定と制度が大きく損なわれたとい  

われている。このような混乱は政治の影響もあったであろうが，基本的煉因の  
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一一つに，国家の物資供給がきわめて限られ，各部隊が自ら物資を入手するため，  

購入に当たる人員が奔走し，そこで腐敗が起こった点がある（114）。1987年，  

連隊から大隊レベルの幹部の実質賃金は1955年に比べて24から44パーセン   

ト低下したともいわれている（115）。   

軍の経済活動を財務管理を通じてコントロールできない原因として，軍と国  

防産業の経済的困難に求めることができる。同時に，この問題は歴史的に遡る  

ことができ，経済以外の要因の影響があると考えられる。   

中国の国防産業の経営困難は清朝末期にさかのぼることができる。19世紀  

末，洋務運動が進められていたころ，軍事企業による民生品生産は禁止されて  

いたが，1901年，有力な地方実力者の一人であった両江総督・劉坤－－が，江  

南製造局に民生品の生産を命令した。江南製造局は，当時，中国で最も優れた  

技術を持つ大型兵器工場であった。1906年，慢性的な財政不足に悩んでいた  

清朝政府は，各地の軍事企業に民生品の生産を正式に認めた（116）。   

軍事企業の民生品生産をふくめ，軍による経済活動を，中国特有の現象とみ  

るか，他匡】，特に財政不足に悩み，行政・軍と企業の分離が不完全な開発途上   

国によくあるケ←スとみるか，あるいは軍・行政と企業が分離してこなかった  

社会主義体制の特徴であったのか，その詳しい議論は拙稿の範囲を越えている。  

しかし，この三つの仮説はお互いに排除しないし，解放軍が清朝当時の影響を  

全く受けていなかったとは考えにくい。中国では，共産見の政権掌握以前から，  

軍機関と軍事企業の分離が不十分なまま，軍事企業が経済利益を追求し，軍機  

関とその成員が経済活動に組み込まれる状況が長期にわたり続いてきた。台湾  

の国民党とその軍隊が独自の企業活動を行ってきたことも考えると，かなり異  

なると思われる政治体制において，類似の現象が長期にわたってみられたこと   

から，軍の経済活動は小国に特有の事例とみることもできよう。   

また，中国の政治権力は専制的だが，社会をコーディネートするインフラ的  

力量（infurasturucturalstrength）に欠けてきた一例ともいえる（117）。ここ  
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では，インフラ的力量は，正規軍を建設し，維持するハードとソフトを作る能  

力と言い換えられる。再び，この仮説は前に述べた2っとともに，お互いに  

排除しないばかりか，補完しあう内容を含んでいる。解放軍の経済活動は理論  

的にも挑戦的な研究テーマなのである。  

1r▼一軍二制度」はイスラエルの解放軍研究者であるE．ヨッフェの造語である。  

EllisJoffe，“The PIJA and the Chinese Economy：THe Effect ofInvolve－  

ment，”Surviual，37：2，Summer1995，Pp．24－43．同様の指摘を，中国科学院国  

情分析小組メンバーの胡鞍鋼もした。胡鞍鋼，『挑戦中国』，（台北：新新聞文化，  

1995），p．194．  

2 これには，ほとんど資料は入手できなかったというもっともな事情があった。軍  

の経済活動には兵器工業が深く関与してきたが，おそらく安全保障上の考慮から公  

表は厳しく抑えられた。また，部隊の農副業生産と軍事訓練の両立のむずかしさに  

ついて行われた軍内の議論は，主にイデオロギー宣伝上の要請から公表されなかっ  

たと思われる。  

3 平松茂雄，『郡小平の軍事改革此（勃草書房，1989），pp．114一－117，pp．201－217．  

4 茅原郁生，『中国軍事論』，（芦書房，1994），pp．252－258．  

5 矢吹普，『巾国人民解放軍』，（講談社，1996），p．200．解放軍機関紙『解放軍報』  

の考えにもこのような傾向があった。『解放軍報』1996年4月25日。  

6 例外的に，『朝∪新聞』による1㌣奔流中国」シリ】ズ（1995年～1996年）が一部  

「軍転民」と国防産業の再編を関係づけていた。  

7 イギリスの中国研究者，D．シーガルのように，地方の離反という枠組みから甲  

を分析した例はある。Gerald Segal，China Changes the Shape：Regi（malism and  

Foreiknlbli哩（AdelphiPaper No．287），March1994．  

8 E．Joffe，ibid．  

9 巾同の国防産業は，兵器」二業と国防科学技術工業の二つの部門に分けることがで  

きる。この分類は中国でも広く行われてきた。兵器工業部門は，戦車，装甲車両，  

銃砲，戦術ロケットおよびミサイル，火薬および炸薬とその防護器材，工学電子機  

器を生産してきた。抒つ当代中国的兵器工業』，（北京：当代中国出版社，1993），pp．2  

－6．1司防科学技術コニ業は，より高度の科学技術を使う兵器の生産と開発を担当して  

きた。すなわち，核兵器，戦略ミサイル，ミサイル原子力潜水艦，人⊥衛星などの  

36   



中国人民解放軍の経済活動  

はか，ミサイル，戦車・装甲車両，軍用飛行機，軍用艦艇，レーダーなど電子戦関   

係装備も含まれてきた。『当代中国国防科技事業』上下，（北京：当代中国出版社，  

1992）。国防科学技術部門の調整は，中国人民解放軍国防科学技術委員会（1982年   

に設立され，中華人民共和国国防科学技術工業委員会とも称した。以下，国防科工   

委と略称）が当たり，中国共産党中央軍事委員会（以F，中央軍委）と国務院の二   

重指導を受けることになった。この委員会は，軍の武器と装備，研究工作の指導を   

するほか，国務院の軍事工業部門の国防科学技術や軍事産品の生産と対外貿易を管   

理した。なお，Yitzhak Shichor，“China’s Defence Capability：TheImpact of   

Military－tO－Civilian Conversion，”CAPS Papers No．8（1995）．  

10『当代中国経済大辞庫』（軍事経済巻），（北京：中国経済出版社，1994），p．1024，   

p．521．  

11『当代中国後勤工作』（北京：中国社会科学出版社，1990），pp．55ト552．  

12『当代中国経済人辞庫』（軍事経済巻），p．1024．  

13『後勤工作』，pp．318－319．兵器工業と上記の軍隊企業の関係は不明だが，兵器   

工業の1992年の生産は136．1億元であったという。『解放軍報』1993年2月16   

日。  

14『後勤工作』，p．564，p．572．  

15『後勤工作』，p．572．宋栄華，「建立伏食費調整機制」，『軍事経済研究』1994年   

第1号，p．52．  

16『人民日報』1995年1月9日。  

17『解放軍報』1995年5月4日。  

18『解放軍報』1995年6月22日。  

19『解放軍報』1995年6月26日。普通，軍の学校は技術や装備を利用していた。   

たとえば，工程兵指揮学院が地方経済建設に関わった事例として，『解放軍報』  

1996年5月5日。なお，中国語の「団」を「連隊」と訳した。  

20 訪潜之（他編著），『中国国防経済運行分析』，（北京：中国財政経済出版社，  

1991．），p．102．p．104．  

21『兵器1業』，p．610，p．607，P．598，pp．609－－610．  

22『国防科技事業』上，pP．160，p．172，『兵器工業』，p．103，『解放軍報』1993年   

7月9日，『人民日報』1993年7月10日，『中国時報』1995年8月612日号，   

pp．16－18，何頻・高所『中共「太子党」』（台北：時報文化社，1992），p．355の記   

述より選択作成。  

23『解放軍報』1994年7月16日。  
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24 以上，「三九」に関する記述は，『解放軍報』1992年11月29日。その後の報道   

によると，三九集団は，成立以来3年で利税あわせて7．4億元，固定資産は成立時   

の16億元から34．2億元（無形資産をふくむ）となった。『解放軍朝』1994年10   

月25日。  

25『解放軍辛削1993年10月25日，10月27日。  

26『国防科技事業』下，年表。軍事企業の職員（ホワイト・カラー）と労働者の管   

理も複雑であった。かっては後勤部が労働者を，職員は政治部門がそれぞれ管理し   

てきたが，これを後勤司令部が統一管理することになった。『解放軍報』1993年4   

月30日。  

27『SIPR1年鑑』1995（上），黒沢満（監訳），（メイナード出版，1995），p．428．  

28『部小平文選』第3巻，（北京：人民出版社，1993），p．99．軍内部では生産経常   

をめぐって論議がかわされていた。  

29 曹世新（主編）『1中国軍転民』（北京：中国経済出版社，1994）p，10．  

：う0『中国軍転民』，p．14，p．47－  

31『解放軍宰馴1994年9月16日。  

32『解放軍朝』1994年9月16日。  

33『解放軍祁」11993年7月9日。  

34『人民日章削1993年7月10日。  

35『朝R新聞』】9〔）3年12月12日。  

36『解放軍報』19‡）4年5月6日。  

37『中国通信』1995年11月20日号。  

38『軍転民』，p．17．  

39『人民日章闘1995年12月14R。  

40『草転民』p．179．  

41『解放軍報』1994年5月28日。  

42 摘草放軍報」lH拍5年7月11日。  

43『中国統計年鑑』1994，p．36．なお，江西省の生産総値は559．52億元。  

44『解放軍幸馴1992年12月3日。また，宋宜呂，「一三繰延設的回顧与反思」，『戦   

略与管理』，】996年第3号，Ⅰ）P．8290．  

45『人民日報』】995年12月14U。  

46『叩転民此 p．16．  

47『解放軍幸剛1995年6月5日。  

∠18『解放軍幸闘1994年7月7日。  
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49『人民日報』1995年12月14日。  

50『航空知識』1995年8月号，p．6．  

51『解放軍報』1995年5月17日。  

52『解放甲報』1995年7月28日。  

53『解放軍報』1995年10月24日。  

54『解放軍報』1991年10月13日。  

55 高殿治，『中国国防経済管理研究』（北京：軍事科学出版社，1991），p．182．許   

華柱「部隊装備財務管理祝探」『軍事経済研究』15：81994－8，pp．56－57．  

56 以上，『国防経済管理研究此 p．198，p．198。許華柱，PP．56－57．  

57 干遵坤「郡小平対毛沢東国防経済思想的重大発展」『中国軍事科学』1994年第2   

期，P9．『郡小平文選』第3巻で該当する巾央軍委における講話には、この発言が   

載」つていない。軍の中では，郡小平のこの発言を『文選』に載せこ権威を与えたく   

ない意見が強か一つたのであろう。  

58『運行分析』ppi川7－10（），p，143 

59 以上‡r】兵器⊥業』，Pp．96－【103．同様の指摘は，蒋宝王其（壬編），『■中国国防経済   

宏観分析丑（北京：国防大学出版社，1991），p）1；汀ウ  

60 魂作劉l我国国防座業結構的発展状況和政策思路」『軍事経済研究Jぎ15：91994．   

9p．8C芦 

6】幸正国・王栓銘l‾軍弁企業改革的取向一現代企業制度」『軍事経折研究．り15：9  

199′1．9，P．83．  

62 以上，『連行分析t』p．103，1〕p．107－1〔吼p．143．  

63 王人嵐，‡‾学習郡小平新時期軍隊建設思想 倣好新形勢下的軍事経済⊥作」，『中   

国軍事科学』1994咋第2期，pp．13－14．  
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